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経済財政諮問会議における 2020 年前半の主な検討課題について 

～成長と安心の未来に向けて～ 

2020 年 1 月 17 日 

竹森 俊平 

中西 宏明 

新浪 剛史 

柳川 範之 

 

世界経済は緩和的な金融環境の下で緩やかに回復しているが依然として地政学リスク等の下

方リスクが存在し、低成長や保護貿易が続く可能性がある。自由貿易・投資の拡大努力が一層

求められるとともに、場合によっては、今後、国際的に協調した取組の必要性が生じてくる可能

性もある。また、スマート化・グリーン化投資と関連人材投資を軸とした産業構造・経済構造の再

構築が、今後の我が国の競争力を決定することから、こうした取組への重点化とオープン・イノベ

ーションや国際連携の強化、ＡＩ人材をはじめとする高度人材の獲得が不可欠となる。 

さらに、過去最低の 86 万人の出生数（2019 年）、女性を中心とする就業調整、約 240 万人の

不本意非正規雇用労働者といった課題に対処する必要があり、全世代型社会保障改革の実現

に加え、「少子化対策」、「女性活躍推進」、「更なる働き方改革の進化」を一体的に強化すること

が急務となっている。人口減少・高齢化が急速に進む地方では、スマート化・グリーン化を梃子

に、グローバルに世界と繫がるとともに、人材・資金が集まるよう、地域活力の再起動が必要であ

る。 

同時に、Society 5.0 の実現を通じた生産性向上と賃金所得の引上げ、人材育成・高度人材獲

得、少子化対策、地域活力の再生等の取組は、日本が中長期的に継続・強化していくべき課題

でもある。 

今年の骨太方針に向けては、こうした中長期的課題に対する処方箋の実行を確実に進め、そ

の道筋を揺るぎのないものとするとともに、「成長と安心の未来」の実現に向けた以下の重点課題

への取組方針を具体化すべき。 

 

Ⅰ．マクロ経済の好循環の推進 

 

経済再生・デフレ脱却等の取組により、景気回復を持続しデフレではない状況を作り出すとと

もに、収益の拡大、雇用・所得の向上、税収の拡大といったマクロ経済の好循環が実現している。

今後、以下の取組(具体的にはⅡ以下)を通じて、好循環を加速していくべき。 

質の高い成長の実現に向けては、以下の取組に重点的に取り組むべき。その際、ＱＯＬの向

上やＳＤＧｓを促しつつ、ＧＤＰの拡大を図るとともに、ＧＤＰ統計で捕捉されていないシェアリング

エコノミー、環境、余暇等の充足度の捕捉・向上を目指すべき。 

 中小企業の生産性向上・取引条件の改善等による最低賃金を含めた賃金・所得の底上げ 

 投資拡大による高付加価値化、サプライチェーンの刷新等によるマークアップ率向上等 

 こうした取組強化の下での労働分配率の向上 

 海外活力の取込と海外リスクに強靱な経済構造の構築。なお、世界経済の情勢如何等に

よっては、機動的なマクロ経済運営を実行すべき。 

 

国民生活の安心の実現に向けては、以下の取組に重点的に取り組むべき。 

 ＱＯＬの向上（持続可能性の確保、就労・教育の自由度向上等を通じた国民生活の向上） 

 デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）や人口減少・高齢化に対応したレジーム転換 

 世代内・世代間のバランス強化やセーフティネット機能の強化 
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Ⅱ．重点課題と対応の方向性 

 

１．GDP と同時に QOL を高める質の高い経済成長 

 

（１）デジタル・ニューディールを通じた Society 5.0 の実現 

グローバル化の下、デジタル時代に求められる産業構造のビジョンを技術進歩の展望と必要

とされる人材を軸に描き、その実現に向けた重点的投資を促進すべき。 

 例えば、デジタル産業として有望視されている交通、エネルギー、医療、e-learning 等に

おける必要な人材育成・活用戦略の策定 

 デジタル時代における制度基盤整備（国際的なルール作り、個人情報の扱い、セキュリテ

ィ対策、デジタルガバメント、マイナンバーカードの展開等） 

 サプライチェーンを含めた企業のＤＸ促進 

 

（２）人材投資・人材育成 

IT 人材、研究人材の不足に対応し STEAM 人材育成や社会人の再教育を実現すべき。また、

こうした人材が不足している中小企業に大企業の人材を活用すべき。 

 STEAM 人材投資、データサイエンス、AI を育むリカレント教育への社会人の参加、大学

改革 

 企業による人材投資の加速、中小企業での大企業のグローバル人材の活躍促進 

 インターナショナルスクールの拡充 

 国際競争の激しいＡＩ人材の獲得 

 

（３）グローバル・ハブ 

日本が世界、特にアジアの結節点となり、高度人材や企業が集積し、オープン・イノベーション

の拠点としていくとともに、世界の資金が還流するよう目指すべき。また、インバウンドをはじめ、

日本のサービス・製品等の付加価値を高めることで外需を取り込むべき。 

 EPA・TPP１１の拡大、RCEP 等アジア経済圏との経済連携・プラットフォーム強化 

 海外需要取込み（インバウンド、対内投資、農林水産輸出、中小企業輸出）の新長期戦略

の検討 

 高度外国人材の思い切った受入れ促進、特定技能在留外国人制度の活用（企業とのマッ

チング支援、教育・医療など生活環境改善等） 

 

（４）グリーン化投資の促進（環境エネルギー等） 

地球環境と両立した持続的かつ包摂的な経済成長で世界をリードできるよう、2050 年までの

温室効果ガス排出量実質ゼロもしっかりと射程に入れ、幅広く、サステナビリティー投資を活性化

する仕組みを構築すべき。 

 再生可能エネルギーの導入促進、省エネの一層の推進 

 スマートシティと一体となったエネルギーの地産地消に向けた規制改革・投資促進 

 防災・減災、国土強靱化（防災のスマート化）の推進 

 

２．国民生活の安心 

 

（１）少子化対策・女性活躍 

家庭を持ちたい、働きながらも子育てしたいといった希望の実現、さらには中長期的な人口の



3 

安定に向け、少子化対策、女性活躍、働き方改革2.0（下記参照）を一体的かつ継続的に推進す

べき。その際、子育て、ＷＬＢの分野にもデジタル革命を前提として、質と生産性の高い取組を進

めるべき。 

 WLB 改善（男性育休促進等） 

 結婚しやすい環境整備（若年世代の所得向上等） 

 より効果的・効率的な子育て給付の在り方の検討 

 子育て支援や就労阻害要因への対応、出産後の継続雇用・キャリアップ支援を通じた女

性活躍のさらなる促進、就業調整の全面的解消 

 

（２）自由度と再チャレンジを強化する働き方改革 2.0 

誰もがいくつになっても様々なことに挑戦し、持てる力を最大限発揮できる希望社会を実現す

べき。人材活用・能力の最大限の発揮、ＤＸや東京一極集中への対応等の観点からも、日本型

雇用を進化させるべき。 

 働き方における自由度の向上（兼業・副業の推進、ジョブ型正社員の促進、複線型キャリ

アパスの形成などの雇用システム、賃金体系や裁量労働制の見直し等）と、いくつになっ

ても再チャレンジできる再教育・セーフティネットの構築を通じた日本型雇用の進化（働き

方改革 2.0） 

 就職氷河期世代の就労支援、不本意非正規雇用労働者の解消等 

 

（３）地域活力の再起動 

頑張る自治体を応援するとともに、起業や企業の地方移転、スマートシティの展開、若者の地

方志向の後押しや中高年の退職後の受け皿確保等を通じて、人生 100年時代に安心して就業・

子育て・生活できる地域社会を実現すべき。 

 起業促進・中小企業活性化のための大企業・首都圏人材の活用、地方への IT 企業を含

む企業拠点の移転・展開の促進、地銀の潜在力活用、こうした関連政策のレビューと拡充 

 学校 ICT 化を契機とした地方への IT 人材移転や IT 人材育成、地域の経済界・大学等の

協力による新たな共創の推進 

 インバウンドの地方展開・長期滞在支援、スマート農林水産業の展開加速 

 スマートシティ、地域医療構想・医師偏在是正、地方大学改革を、官民及び国・地方一体

で推進する中核拠点の指定・展開 

 首都圏における公共サービス等の再編、地方における広域連携の推進 

 社会資本整備の関連計画等の一体的かつ計画的推進 

 再起動の基盤となる地方のデジタルガバメントの早期の計画的整備と支援 

 頑張って官民投資を促進する自治体を支援する仕組みの強化 

 

（４）財政の構造改革 

新経済・財政再生計画の下、改革工程表に沿って改革を着実に推進するとともに、ワイズスペ

ンディングの徹底を通じて、未来に活きる投資への重点化、公的サービスの持続可能性強化に

取り組み、国民生活の質の底上げと財政の健全化を推進すべき。 

 地域医療構想の実現、保険者機能の強化、介護の効率化、世代内・世代間のバランス強化、

歳出の無駄削減等 

 予算の重点化、複数年にわたる取組等を踏まえたＥＢＰＭの仕組みや体制の強化 

 次世代行政サービス（デジタルガバメント）、公的分野の産業化の加速 


